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オリックス 世界国債ファンド 
（グローバル・ダイナミック・デュレーション） 

（為替ヘッジあり） 

 
運用報告書（全体版） 

 
第４期（決算日 2022年４月20日） 

 

受益者のみなさまへ 

平素は格別のご愛顧を賜り厚く御礼申し上げ

ます。 

さて、ご購入いただいております「オリック

ス 世界国債ファンド（グローバル・ダイナミッ

ク・デュレーション）（為替ヘッジあり）」は、去

る2022年４月20日に第４期の決算を行いました。

ここに期中の運用状況をご報告申し上げます。 

今後とも引き続きお引立て賜りますようお願

い申し上げます。 

 

■当ファンドの仕組みは次の通りです。 
商 品 分 類 追加型投信／内外／債券 

信 託 期 間 と 
クローズド期間 

信託期間は約６年９ヵ月程度（2018年７月27日～2025年４
月18日） 
クローズド期間はありません。 

運 用 方 針 

この投資信託は、主に投資信託証券（投資信託または外国
投資信託の受益証券および投資法人または外国投資法人の
投資証券をいいます。以下同じ。）に投資を行うことを通じ
て、中長期的な信託財産の成長をめざして運用を行うこと
を基本とします。 

主要投資対象 

ルクセンブルグ籍円建て外国
投資法人「Robeco QI Global 
Dynamic Duration IBH JPY」投
資証券 

OECD加盟国が発行する債
券もしくはOECD加盟国に
より保証された債券（短
期債等を含みます。）に投
資します。リターンの向
上を目的として、国債先
物取引等のデリバティブ
取引を用いてポートフォ
リオのデュレーション調
整を機動的に行います。 

証券投資信託 
「Shinseiショートターム・マ
ザー・ファンド」受益証券 

残存期間の短い公社債や
コマーシャル・ペーパー
等の短期有価証券への投
資により安定した運用の
確保を図り、あわせて
コール・ローンなどで運
用を行うことにより流動
性の確保を図ります。 

投 資 制 限 

①投資信託証券、短期社債等（「社債、株式等の振替に関す
る法律」（以下「社振法」といいます。）第66条第１号に
規定する短期社債、同法第117条に規定する相互会社の社
債、同法第118条に規定する特定社債および同法第120条
に規定する特別法人債をいいます。）およびコマーシャ
ル・ペーパー以外の有価証券への直接投資は行いません。 

②投資信託証券への投資割合に制限を設けません。 
③株式への直接投資は行いません。 
④外貨建資産への実質投資割合には制限を設けません。 
⑤外貨建有価証券への投資については、わが国の国際収支

上の理由等により特に必要と認められる場合には、制約
されることがあります。 

⑥同一銘柄の投資信託証券への投資割合は、当該投資信託
証券が一般社団法人投資信託協会の規則に定めるエクス
ポージャーがルックスルーできる場合に該当しないとき
は、投資信託財産の純資産総額の10％以内とします。 

⑦一般社団法人投資信託協会の規則に定める一の者に対す
る株式等エクスポージャー、債券等エクスポージャーお
よびデリバティブ取引等エクスポージャーの投資信託財
産の純資産総額に対する比率は、原則としてそれぞれ
10％、合計で20％以内とすることとし、当該比率を超え
ることとなった場合には、一般社団法人投資信託協会の
規則に従い当該比率以内となるよう調整を行うこととし
ます。 

分 配 方 針 

毎決算期末に、原則として、以下の方針に基づき分配を行
います。 
①分配対象額の範囲は、経費控除後の繰越分を含めた配当

等収益および売買益（評価益を含みます。）等の全額とし
ます。 

②収益分配金額は、経費控除後の繰越分を含めた配当等収
益および売買益等の範囲で、委託者が基準価額水準、市
場動向等を勘案して決定します。ただし、分配対象額が
少額の場合、委託者の判断で分配を行わないことがあり
ます。 

③収益分配に充てず信託財産内に留保した利益（無分配期
の利益を含みます。）については、運用の基本方針に基づ
き運用を行います。 
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○設定以来の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 

債   券 
組 入 比 率 

投 資 信 託 
証   券 
組 入 比 率 

純 資 産 
総 額 (分配落) 

税 込 み 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

(設定日) 円 円 ％ ％ ％ 百万円 

2018年７月27日 10,000 － － － － 1,372 

１期(2019年４月22日) 10,172 200 3.7 0.0 97.9 1,462 

２期(2020年４月20日) 10,369 200 3.9 0.0 98.3 1,641 

３期(2021年４月20日) 9,988 34 △3.3 0.0 99.0 1,621 

４期(2022年４月20日) 9,183 0 △8.1 0.0 99.2 1,480 
 

（注） 設定日の基準価額は、当初設定価額を表示しています。 
（注） 設定日の純資産総額は、当初設定元本を表示しています。 
（注） 基準価額は１万口当たりで表示しています。 
（注） 基準価額の騰落率は分配金込みで表示しています。 
（注） 各組入比率は純資産総額に対する組入比率です。 
（注） 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「債券組入比率」は実質比率を記載しています。 
（注） 純資産総額は単位未満を切捨てて、騰落率、各組入比率は小数点第２位を四捨五入して表示しています。 
（注） 当ファンドは、特定のベンチマーク（運用成果の目標基準）や参考指数を設けておりません。 

 

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 債   券 

組 入 比 率 

投 資 信 託 
証   券 
組 入 比 率  騰 落 率 

(期  首) 円 ％ ％ ％ 

2021年４月20日 9,988 － 0.0 99.0 

４月末 9,976 △0.1 0.0 98.8 

５月末 9,983 △0.1 0.0 98.9 

６月末 9,994 0.1 0.0 98.2 

７月末 10,122 1.3 0.0 98.7 

８月末 10,077 0.9 0.0 98.3 

９月末 9,908 △0.8 0.0 98.2 

10月末 9,868 △1.2 0.0 98.1 

11月末 9,813 △1.8 0.0 98.5 

12月末 9,789 △2.0 0.0 98.8 

2022年１月末 9,594 △3.9 0.0 99.0 

２月末 9,441 △5.5 0.0 99.1 

３月末 9,256 △7.3 0.0 99.2 

(期  末)     

2022年４月20日 9,183 △8.1 0.0 99.2 
 

（注） 基準価額は１万口当たりで表示しています。 
（注） 騰落率は期首比で表示しています。 
（注） 各組入比率は純資産総額に対する組入比率です。 
（注） 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「債券組入比率」は実質比率を記載しています。 
（注） 騰落率、各組入比率は小数点第２位を四捨五入して表示しています。 
（注） 当ファンドは、特定のベンチマーク（運用成果の目標基準）や参考指数を設けておりません。 
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○運用経過  

 

  

  
（注） 分配金再投資基準価額は、分配金（課税前）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォー

マンスを示すものです。 

（注） 分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異な

ります。したがって、お客様の損益の状況を示すものではありません。 

（注） 分配金再投資基準価額は、期首（2021年４月20日）の値が基準価額と同一となるように指数化しております。なお、上記表示期間に収

益分配が行われなかった場合、基準価額と分配金再投資基準価額の推移は同一のものとなります。 

（注） 当ファンドは、特定のベンチマーク（運用成果の目標基準）や参考指数を設けておりません。 

（注） 上記騰落率は、小数点以下第２位を四捨五入して表示しております。 

 

○基準価額の主な変動要因 

当期における基準価額の主な変動要因は、以下の通りとなります。 

当ファンドの基準価額に対するプラス要因 

・2021年５月～７月に主要国の国債利回りが低下（価格は上昇）したこと 

 

当ファンドの基準価額に対するマイナス要因 

・2021年８月～10月に、主要国の国債利回りが総じて上昇（価格は下落）したこと 

・インフレ率の上昇が続く中で主要先進国／地域の中央銀行がタカ派寄りの姿勢を強めたこ

とで、2021年12月から当期末にかけて主要先進国の国債利回りが上昇（価格は下落）したこと 

 

  

期中の基準価額等の推移 
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＜世界国債市場＞ 

当期首は、米国やドイツ、日本などの主要先進国の国債市場が軟調（利回りは上昇）な展開で始

まりましたが、2021年５月には落ち着いた動きとなりました。ＥＣＢ（欧州中央銀行）が、2021年

第１四半期（１～３月）に増額した資産購入ペースを今後数ヵ月は維持する可能性を示唆した一方

で、米国では、ＦＲＢ（米国連邦準備制度理事会）が経済刺激策を縮小するには好調な経済指標が

継続する必要があるとする中で、５月の雇用統計は市場予想を下回りました。 

６月の主要先進国の国債市場は、総じて強含みの落ち着いた動きとなりました。ＥＣＢが、

ＰＥＰＰ（パンデミック緊急購入プログラム）による資産の純購入額を2021年第３四半期（７～９

月）も高水準を維持することを決定してハト派寄りの姿勢を維持した一方で、パウエルＦＲＢ議長

が、行き過ぎたインフレ率の上昇に対する容認姿勢をやや弱めることを示唆したことで、米国の長

期国債利回りは低下（価格は上昇）しました。 

７月に入っても、主要先進国の国債市場は上昇（利回りは低下）基調となりました。新型コロナ

ウイルスの変異株であるデルタ株の感染拡大を受け、経済回復に対する楽観的な見通しが後退した

ことが、国債市場のプラス要因となりました。また、ＦＲＢが、インフレ率の上昇は一時的なもの

であり、資産購入プログラムの縮小には雇用市場の一段の改善が必要との見方を示したことや、

ＥＣＢがＰＥＰＰによる資産購入を７月の最初の３週間に集中実施したことも、国債市場の追い風

となりました。 

８月には、オーストラリアの国債市場こそ上昇（利回りは低下）したものの、他の主要国の国債

市場は下落（利回りは上昇）しました。ＥＣＢ高官によるＰＥＰＰに関する発言やインフレ率の上

昇などがドイツ国債市場のマイナス要因になったほか、米国では、７月の雇用統計が良好だったこ

とやＦＲＢのクラリダ副議長がタカ派寄りの発言をしたことなどで、米国国債利回りは特に上旬に

上昇（価格は下落）しました。 

９月も、主要先進国の国債利回りは総じて上昇（価格は下落）しました。エネルギー価格の急騰

と物流網のボトルネックなどを受け、インフレ率の上昇見通しが強まったほか、新型コロナウイル

スの感染再拡大に関する市場の懸念も大きく後退したことで、投資家のリスク選好度が高まり、安

全資産である国債市場から資金が流出しました。 

10月の主要先進国の国債市場は、変動の大きい１ヵ月となり、総じて利回りが上昇（価格は下落）

しました。オーストラリアでは、中央銀行であるＲＢＡ（オーストラリア準備銀行）が国債利回り

の管理を取り止めたことで利回りが大きく上昇（価格は下落）したほか、カナダでも中央銀行が債

券購入額を減額したことで国債利回りが大きく上昇（価格は下落）しました。インフレ率の上昇を

抑制するために早期利上げ観測が市場で高まりつつある一方、インフレ率の急騰リスクが落ち着き

を見せつつあることで、米国と英国、ユーロ圏では、２年国債と５年国債の利回りが上昇（価格は

下落）した一方で、30年国債の利回りは低下（価格は上昇）しました。 

11月の主要先進国の国債市場は、月間では利回りが低下（価格は上昇）しました。英国の中央銀

行であるＢＯＥ（イングランド銀行）が市場予想に反して利上げを見送ったことで、英国10年国債

利回りが低下（価格は上昇）したほか、ユーロ圏ＣＰＩ（消費者物価指数）が上昇する中でＥＣＢ

がハト派寄りの姿勢を続けたことを背景に市場における2022年の利上げ予想が消失したことも、国

投資環境 
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債市場の追い風となりました。また、新型コロナウイルスの感染再拡大を受け、11月前半にはドイ

ツでロックダウン（都市封鎖）が再開されたほか、月末に向けて新たな変異株で感染力が強いとさ

れるオミクロン株が確認されたことも、安全資産である国債市場にとってプラス要因となりました。 

オミクロン株の出現を受けて11月下旬に急低下（価格は上昇）した国債利回りは、12月前半には

落ち着いた動きを見せていましたが、リスク回避姿勢が徐々に弱まったことや主要国／地域の中央

銀行がタカ派寄りの姿勢を見せたことで、後半には上昇（価格は下落）に転じました。ＦＲＢが債

券購入額の削減ペースの加速を決定したほか、2022年と2023年の両方で３回の利上げ見通しを発表

したほか、ＥＣＢが2022年に資産購入額の削減を進めると発表し、ＢＯＥは市場予想に反して政策

金利の0.25％引き上げを実施しました。 

2022年１月に入っても、主要先進国の国債利回りは上昇（価格は下落）基調が続きました。イン

フレ率の上昇基調が続いているほか、経済成長の回復が続いていることで、ＦＲＢが2015～2018年

を上回るペースでの金融引き締めを示唆したことが、主要先進国の利回り上昇（価格は下落）を引

き起こしました。 

２月も主要先進国の国債利回りの上昇（価格は下落）基調は続きました。ユーロ圏でＥＣＢが急

激なインフレ率の上昇に懸念を示したほか、米国の労働市場の逼迫が構造的なインフレ率の上昇に

繋がっているとみられることでＦＲＢがごく近いうちに利上げに踏み切るとの見方が、国債市場の

利回り上昇（価格は下落）に繋がりました。下旬にロシアがウクライナに侵攻したことを受けて月

末に向けて利回りが低下（価格は上昇）したものの、月間では国債利回りは上昇（価格は下落）し

ました。 

ロシアによるウクライナ侵攻の影響で急低下（価格は上昇）した主要国の国債利回りは、３月上

旬も低下（価格は上昇）しました、その後、欧米諸国などによる対ロシア制裁を受けたエネルギー

価格の上昇でインフレ率がさらに上昇し、主要国／地域の中央銀行による金融引き締め姿勢が続く

中、３月中旬以降、国債利回りは上昇（価格は下落）基調となりました。ＦＲＢは、2018年12月以

来で初めてとなる利上げに踏み切ったほか、今後のＦＯＭＣ（米国連邦公開市場委員会）で複数回

にわたり0.50％の利上げを実施する可能性を示唆しました。欧州では、ＥＣＢが、債券購入プログ

ラムの縮小スピードを速めるとともに、利上げ時期についての前倒しを示唆しました。４月に入っ

ても、主要国の国債利回りの上昇（価格は下落）基調が続く中、当期末を迎えました。 

 

＜日本短期金融市場＞ 

国庫短期証券３ヵ月物の利回りは、断続的な日銀（日本銀行）の買入オペの影響等から、期を通

じて０％を下回る水準で推移し、日銀による長短金利操作付き量的・質的金融緩和の影響もあり、

期末時点においては－0.1079％程度の水準となりました。 

 

 

主として投資先ファンドであるルクセンブルグ籍外国投資法人「Robeco QI Global Dynamic 

Duration IBH JPY」投資証券への投資を通じて、中長期的な信託財産の成長をめざした運用を行い

ました。 

投資先ファンドを高位で組入れる一方、「Shinseiショートターム・マザー・ファンド」を一部組

当ファンドのポートフォリオ 
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入れた運用を行いました。 

※ 以下、「Robeco QI Global Dynamic Duration IBH JPY」を「投資先ファンド」、「Shinseiショー

トターム・マザー・ファンド」を「マザーファンド」ということがあります。 

 

投資先ファンド：Robeco QI Global Dynamic Duration IBH JPY 
 
投資先ファンドのデュレーションポジションは、ロベコの独自の計量的デュレーションモデルに

基づいています。 

当期首は、ドイツと日本については、利回り上昇を見込んでデュレーションを短期化※１させたポ

ジションとしていた一方で、米国については中立のポジションで始まり、2021年５月も、これらの

ポジションが維持されました。ドイツの国債利回りが僅かながら上昇（価格は下落）したことで、

ドイツのデュレーションを短期化※１させていたことはプラスに寄与しましたが、日本の国債利回

りが僅かに低下（価格は上昇）したことで、日本のデュレーションを短期化※１させていたことはマ

イナス要因となりました。一方で、現物債券の国別の資産配分は、投資先ファンドのパフォーマン

スにプラスに働きました。結果として、５月の投資先ファンドのパフォーマンスはプラスとなり、

市場を上回るパフォーマンスとなりました。 

６月には、投資先ファンドはプラスのリターンとなりましたが、主要先進国の国債利回りが低下

（価格は上昇）する中でデュレーションを短期化※１させていたため、市場を下回るリターンとなり

ました。また、現物債券の国別の資産配分も、投資先ファンドのパフォーマンスにマイナスに働き

ました。ポジションについては、下旬にドイツのデュレーションを中立に変更しました。 

７月も投資先ファンドはプラスのリターンとなりましたが、月初に日本のデュレーションを短期

化※１させていたことで市場を僅かに下回るリターンに留まりました。日本の短期化ポジションは

中旬に中立に変更し、その後、下旬に長期化※１させたほか、ドイツの中立ポジションは月末に長期

化※１させました。 

主要先進国の国債利回りが上昇（価格は下落）したことで、投資先ファンドは、８月にはマイナ

スのリターンとなりました。現物債券の国別の資産配分は、投資先ファンドのパフォーマンスにプ

ラス寄与となりましたが、ドイツと米国のデュレーションを長期化※１させていたことが影響し、市

場を下回るリターンとなりました。ドイツと日本については月初からデュレーションを長期化※１

させていましたが、米国については下旬に長期化※１させました。 

９月も、主要先進国の国債利回りが上昇（価格は下落）したことで、投資先ファンドはマイナス

のリターンとなり、主としてドイツと日本のデュレーションを長期化※１させていたことで市場を

下回るリターンとなりました。ドイツと米国のデュレーションを長期化※１させたポジションは、

ＦＯＭＣ前の中旬に中立に変更しましたが、上旬のマイナス・リターンが響きました。 

投資先ファンドは、10月もマイナスのリターンとなりました。月初から日本と米国、ドイツの３ヵ

国すべてでデュレーションを中立としていましたが、月中にデュレーションを短期化※１させたポ

ジションを構築しました。残存期間が長期の部分を中心にデュレーションを短期化※１させたポジ

ションを構築したものの、下旬に長期国債の利回りが急低下（価格は上昇）したことで、これらの

ポジションがマイナス寄与となりました。また、現物債券の国別の資産配分も、投資先ファンドの

パフォーマンスにマイナス寄与となりました。 
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11月には、主要先進国の国債利回りが低下（価格は上昇）したことで、投資先ファンドはプラス

のリターンとなりました。10月下旬からデュレーションを短期化※１させたポジションとしていた

ことで、ドイツ国債を中心に利回り低下（価格は上昇）による恩恵を十分に享受できませんでした

が、月末にかけて日本とドイツのデュレーションを長期化※１させるとともに、米国についても中立

に変更したことは、投資先ファンドのリターンにプラスに寄与しました。また、現物債券の国別の

資産配分も、投資先ファンドのパフォーマンスにプラスに寄与しました。 

投資先ファンドは、12月にはマイナスのリターンとなりました。オミクロン株の発見に伴うリス

ク回避姿勢を受け、日本とドイツは月初から、米国は下旬に、それぞれデュレーションを長期化※１

させましたが、主要国／地域の中央銀行がタカ派寄りの姿勢を見せたことで国債利回りが上昇（価

格は下落）し、これらデュレーションを長期化※１させたポジションは、マイナス寄与となりました。

一方、現物債券の国別の資産配分は、投資先ファンドのパフォーマンスにプラスに寄与しました。 

2022年１月も主要先進国の国債利回りが上昇（価格は下落）したことで、投資先ファンドはマイ

ナスのリターンとなりました。2021年12月に米国とドイツ、日本の３ヵ国すべてでデュレーション

を長期化※１させたポジションとしていましたが、１月の最初の営業日に米国を中立のポジション

に変更し、中旬には米国を短期化※１させるとともに、ドイツと日本は中立に変更しました。ただ、

デュレーションを長期化※１させていた月初から主要先進国の国債利回りが上昇（価格は下落）基調

となっていたことがマイナスに寄与したほか、月末の数営業日に日本を長期化※１させたポジショ

ンに変更したこともマイナス寄与となりました。現物債券の国別の資産配分は、投資先ファンドの

パフォーマンスにプラスに寄与しました。 

月末に向けて利回りは急低下（価格は上昇）したものの、月間では、２月も主要先進国の国債利

回りが上昇（価格は下落）したことで、投資先ファンドはマイナスのリターンとなりました。上旬

に日本のデュレーションを長期化※１させたポジションとしたことが投資先ファンドのパフォーマ

ンスにマイナス寄与となりました。米国のデュレーションを短期化※１させていたことは投資先

ファンドのパフォーマンスにプラスに寄与しましたが、月末に向けて米国国債利回りが低下（価格

は上昇）したことで、それまでのプラス寄与分の大部分が失われました。現物債券の国別の資産配

分は、投資先ファンドのパフォーマンスにマイナス寄与となりました。 

主要先進国の国債利回りが上昇（価格は下落）したことで、３月も、投資先ファンドはマイナス

のリターンとなりましたが、市場を上回るパフォーマンスとなりました。米国国債利回りは大幅に

上昇（価格は下落）しましたが、１月中旬以降、米国のデュレーションを短期化※１させたポジショ

ンを維持していることはプラス要因となりました。現物債券の国別の資産配分は、投資先ファンド

のパフォーマンスにマイナス寄与となりました。 

エネルギーを含むコモディティ価格の上昇やサプライチェーンにおける世界的な制約などを受

けてインフレ率の上昇が予想以上に長期化するとの見方が強まりつつあり、主要先進国の国債利回

りは上昇（価格は下落）基調を続けています。投資先ファンドは、４月に入ってから当期末までで

マイナスのリターンとなっています。当期末において、米国はデュレーションを短期化※１させたポ

ジションとしている一方で、ドイツと日本は中立としています。 

 
※１：デュレーションとは、金利変動に対する債券価格の変動割合を理論的に示したもので、一般的に、デュレーションを長期化させると金

利変動に対する価格変動が大きくなり、短期化させると金利変動に対する価格変動が小さくなります。 
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【参考】ロベコのデュレーションモデルにおけるファクター 

 
 

Shinseiショートターム・マザー・ファンド 
 
Shinseiショートターム・マザー・ファンドでは、主として国庫短期証券等を組入れました。国

庫短期証券等の利回りがマイナスとなっている状況から、当期の基準価額は小幅に下落しました。 

 

 

当ファンドは、特定のベンチマーク

（運用成果の目標基準）や参考指数を設

けておりません。 

右記のグラフは、期中の期別基準価額

騰落率です。 

 

  

当ファンドのベンチマークとの差異 

  
（注） 基準価額の騰落率は分配金（課税前）込みです。 
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収益分配金につきましては、収益分配方針に基づき、基準価額水準や市場動向等を勘案し、当期

の収益分配は見送ることとしました。収益分配に充てなかった収益につきましては、信託財産中に

留保し、運用の基本方針に基づいて運用を行いました。 

 

○分配原資の内訳  

 （単位：円、１万口当たり、税込み） 

項 目 
第４期 

2021年４月21日～ 
2022年４月20日 

当期分配金 －  

(対基準価額比率) －％ 

 当期の収益 －  

 当期の収益以外 －  

翌期繰越分配対象額 314  
 

（注） 対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なります。 

（注） 当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切捨てで算出しているため合計が当期分配金と一致しない場合があります。 

（注） 分配金は原則として決算日（原則、４月20日。当該日が休業日の場合は翌営業日）から起算して５営業日までに支払いを開始しており

ます。 

（注） 分配金は、分配後の基準価額と個々の受益者の個別元本との差により、「普通分配金」と「元本払戻金（特別分配金）」にわかれます。

分配後の基準価額が個別元本と同額または上回る場合は全額普通分配金となります。分配後の基準価額が個別元本を下回る場合は、下

回る部分に相当する金額が元本払戻金（特別分配金）、残りの部分が普通分配金となります。 

（注） 元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時に個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金（特別分配金）を控除した

額が、その後の個々の受益者の個別元本となります。 

 

  

分配金 
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○今後の運用方針  

当ファンドは、引き続き、投資先ファンドを主要投資対象とし、Shinseiショートターム・マザー・

ファンドを一部組入れ、安定したインカム収入の獲得と信託財産の着実な成長をめざして運用を行

います。 

 

投資先ファンド：Robeco QI Global Dynamic Duration IBH JPY 
 
新型コロナウイルスの終焉は見えないものの、世界経済はコロナショックから緩やかな回復を

辿ってきました。こうした中、ＦＲＢは、堅調な景気動向やインフレ率の上昇などを背景に、金融

政策について引き締めの方向に舵を切っています。一方で、ロシアによるウクライナ侵攻と、それ

に伴うエネルギー価格の一段の上昇や、更なるサプライチェーンの混乱などを考えると、世界経済

の成長率下振れリスクは高まっているとみられます。目先における実際の景気後退リスクが高いと

いえる状況ではないとみられるものの、景気後退リスクが議論されるようになりつつあります。 

このような環境の中、今後も、ロベコのデュレーション・モデルが発するシグナルに基づき、米

国とドイツ、日本の国債利回りの変動に対して、金利リスク（デュレーション）を調整することで、

世界の国債市場を上回る収益をめざした運用を行っていく方針です。 

 

Shinseiショートターム・マザー・ファンド 
 
２％の「物価安定の目標」の実現と安定的な持続に向け、日銀は金融緩和を継続していくものと

想定しています。ウクライナ情勢が日本の経済・物価に及ぼす影響については不確実性が高い一方

で、内外における新型コロナウイルス感染症の影響については引き続き注意が必要であることから、

当面の間、低水準の金利環境が継続するものとみています。Shinseiショートターム・マザー・ファ

ンドでは、これまでと同様、当初の運用方針に基づき、国庫短期証券等に投資する方針です。 
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○１万口当たりの費用明細 (2021年４月21日～2022年４月20日) 

項 目 
当 期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率 

  円 ％  

（a） 信 託 報 酬 55  0.561  (a)信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 

 （ 投 信 会 社 ） (22)  (0.220)  委託した資金の運用の対価 

 （ 販 売 会 社 ） (30)  (0.308)  交付運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの管理、購入後の 
情報提供等の対価 

 （ 受 託 会 社 ） ( 3)  (0.033)  運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価 

（b） そ の 他 費 用 14   0.143   (b)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 

 （ 監 査 費 用 ） ( 4)  (0.043)  監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用 

 （ 印  刷 ） (10)  (0.100)  法定開示資料の印刷にかかる費用 

 合 計 69   0.704    

期中の平均基準価額は、9,818円です。  

 
（注） 期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結

果です。 

（注） 各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 

（注） その他費用は、このファンドが組み入れている親投資信託が支払った金額のうち、当ファンドに対応するものを含みます。 

（注） 各項目の費用は、このファンドが組み入れている投資信託証券（親投資信託を除く）が支払った費用を含みません。 

（注） 各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに

小数第３位未満は四捨五入してあります。 
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（参考情報） 

◯経費率（投資先ファンドの運用管理費用以外の費用を除く。） 

期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価

証券取引税を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（１口当たり）を乗じた数で

除した経費率（年率）は1.05％です。 
 

  

  
（注） 当ファンドの費用は１万口当たりの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。 

（注） 各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。 

（注） 各比率は、年率換算した値です。 

（注） 投資先ファンドとは、当ファンドが組み入れている投資信託証券（親投資信託を除く。）です。 

（注） 当ファンドの費用は、親投資信託が支払った費用を含み、投資先ファンドが支払った費用を含みません。 

（注） 当ファンドの費用と投資先ファンドの費用は、計上された期間が異なる場合があります。 

（注） 投資先ファンドには運用管理費用以外の費用がある場合がありますが、上記には含まれておりません。 

（注） 上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率とは異なります。 
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○売買及び取引の状況 (2021年４月21日～2022年４月20日) 

 

 

銘 柄 
買 付 売 付 

口 数 金 額 口 数 金 額 (

邦
貨
建)

外
国 

 口 千円 口 千円  

Robeco QI Global Dynamic Duration IBH JPY － － 802 8,000  
 

（注） 金額は受渡代金です。 
（注） 単位未満は切捨てて表示しています。 

 

 

 当期中における売買及び取引はありません。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2021年４月21日～2022年４月20日) 

 

 該当事項はございません。 

 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人です。 

 

○組入資産の明細 (2022年４月20日現在) 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

口 数 口 数 評 価 額 比 率 

 口 口 千円 ％ 

Robeco QI Global Dynamic Duration IBH JPY 163,386 162,583 1,469,052 99.2 

合 計 163,386 162,583 1,469,052 99.2 
 

（注） 口数・評価額の単位未満は切捨てて表示しています。 
（注） 比率は、純資産総額に対する評価額の割合で、小数点第２位を四捨五入して表示しています。 

 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

口 数 口 数 評 価 額 

 千口 千口 千円 

Shinseiショートターム・マザー・ファンド 140 140 139 
 

（注） 口数・評価額の単位未満は切捨てて表示しています。 
 
 

親投資信託における組入資産の明細につきましては、後述の親投資信託の「運用報告書」をご参照ください。 
  

投資信託証券 

親投資信託受益証券の設定、解約状況 

親投資信託残高 
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○投資信託財産の構成 (2022年４月20日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

投資証券 1,469,052 98.8 

Shinseiショートターム・マザー・ファンド 139 0.0 

コール・ローン等、その他 17,110 1.2 

投資信託財産総額 1,486,301 100.0 
 

（注） 評価額の単位未満は切捨てて表示しています。 
（注） 比率は、投資信託財産総額に対する評価額の割合で、小数点第２位を四捨五入して表示しています。 

 

○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2022年４月20日現在) 

項 目 当 期 末 

  円 

(A) 資産 1,486,301,177   

 コール・ローン等 17,109,436   

 投資証券(評価額) 1,469,052,273   

 Shinseiショートターム・マザー・ファンド(評価額) 139,468   

(B) 負債 5,471,874   

 未払信託報酬 4,354,662   

 未払利息 32   

 その他未払費用 1,117,180   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 1,480,829,303   

 元本 1,612,576,720   

 次期繰越損益金 △  131,747,417   

(D) 受益権総口数 1,612,576,720口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 9,183円 

 
（注） 当期運用報告書作成時点では監査未了です。 
（注） 当ファンドの期首元本額は1,622,917,718円、期中追加設定元本

額は41,692,359円、期中一部解約元本額は52,033,357円です。 
（注） １口当たり純資産額は0.9183円です。 
 

○損益の状況 (2021年４月21日～2022年４月20日) 

項 目 当 期 

  円 

(A) 配当等収益 8,191,375   

 受取配当金 8,209,355   

 支払利息 △     17,980   

(B) 有価証券売買損益 △126,549,608   

 売買益 930,691   

 売買損 △127,480,299   

(C) 信託報酬等 △ 11,218,189   

(D) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) △129,576,422   

(E) 前期繰越損益金 △ 16,196,894   

(F) 追加信託差損益金 14,025,899   

 (配当等相当額) (   10,579,906)  

 (売買損益相当額) (    3,445,993)  

(G) 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) △131,747,417   

(H) 収益分配金 0   

 次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) △131,747,417   

 追加信託差損益金 14,025,899   

 (配当等相当額) (   10,579,906)  

 (売買損益相当額) (    3,445,993)  

 分配準備積立金 40,099,335   

 繰越損益金 △185,872,651   
 

（注）当期運用報告書作成時点では監査未了です。 
（注） 損益の状況の中で(B)有価証券売買損益は期末の評価換えによ

るものを含みます。 
（注） 損益の状況の中で(C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税

等相当額を含めて表示しています。 
（注） 損益の状況の中で(F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追

加設定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額分
をいいます。 

（注） 計算期間末における費用控除後の配当等収益（0.0円）、費用控
除後の有価証券等損益額（0.0円）、収益調整金（10,579,906円）
および分配準備積立金（40,099,335円）より分配対象収益は
50,679,241円（10,000口当たり314円）ですが、当期に分配した
金額はありません。 
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投資先ファンドの概要 

ファンド名 Robeco QI Global Dynamic Duration IBH JPY 

形態 ルクセンブルグ籍円建て外国投資法人（会社型投資信託） 

主な投資対象 ①OECD加盟国が発行する債券もしくはOECD加盟国により保証された債券※（短期債等を含

みます。）に投資を行います。 

※主として大手格付機関においてＡ格以上の格付けが付与されている債券への投資を行

いますが、BBB格の債券に投資を行うことがあります。 

②リターンの向上を目的として、国債先物取引等のデリバティブ取引を用いてポート

フォリオのデュレーション調整を機動的に行います。 

③バリュエーション、テクニカル（季節性、トレンド）およびマクロ（経済成長、インフ

レ、金融政策）ファクターを組み合わせた独自のモデルを用いて運用を行います。 

④デリバティブ取引はヘッジ目的に限定されず、運用の効率を図るための手段として用

いられます。 

⑤原則として、組入資産に対し対円で為替ヘッジ取引を行います。 

市況動向、資金動向その他の要因等によっては、上記のような運用が出来ない場合があ

ります。 

運用管理報酬等 純資産総額に対して年率0.35％が管理・投資運用等の対価として支払われます。 

※上記以外に、投資先ファンドの純資産総額に対して年率0.08％を上限として、管理事

務代行報酬、監査報酬、法定書類作成費用等が別途投資先ファンドから支払われます。

また、保管受託銀行報酬、組入有価証券等の売買の際に発生する売買委託手数料等に

ついても別途投資先ファンドより支払われます。その他の費用・手数料については、

運用状況等により変動するものであり、事前に料率、上限額等を示すことができません。 

その他 管理会社 Robeco Institutional Asset Management B.V. 
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